
１．平成16年９月中間期の業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

（注）16年９月中間期配当金の内訳    普通配当 １株当たり8円00銭 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  20円60銭 

    なお、1株当たり予想当期純利益（通期）および配当金につきましては、平成16年11月19日に効力発生の株式 

   分割（1：2）を考慮して計算しております。  

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成17年３月期 個別中間財務諸表の概要 
平成16年11月18日

会社名 株式会社クイック 登録銘柄   

コード番号 ４３１８ 本社所在都道府県 大阪府 

(URL http://919.jp/)

代表者 役職名 代表取締役社長 

  氏名 和 納  勉 

問い合わせ先 責任者役職名 取締役管理本部長 

  氏名 藤 原 功 一 ＴＥＬ  （06）6375－0061 

決算取締役会開催日 平成16年11月18日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成16年12月10日 単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 

(1）経営成績 （百万円未満切捨）

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年９月中間期 2,556 (  13.4) 144 ( 130.4) 191 ( 158.1)

15年９月中間期 2,253 (  1.7) 62 ( 112.8) 74 (  54.3)

16年３月期 4,858   265   286  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭

16年９月中間期 117 ( 197.0) 25 00 

15年９月中間期 39 (  14.4) 8 51 

16年３月期 148   29 79 

（注）①期中平均株式数 16年9月中間期 4,707,452株 15年9月中間期 4,658,758株 16年3月期 4,656,726株

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2）配当状況   

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

  円 銭 円 銭

16年９月中間期 8 00     ――――――  

15年９月中間期 0 00     ――――――  

16年３月期     ―――――― 15 00  

(3）財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

16年９月中間期 2,903 1,638 56.4 346 05 

15年９月中間期 2,662 1,472 55.3 316 73 

16年３月期 3,058 1,590 52.0 337 01 

（注）①期末発行済株式数 16年9月中間期 4,733,715株 15年9月中間期 4,650,294株 16年３月期 4,689,996株

②期末自己株式数 16年9月中間期 20,729株 15年9月中間期 60,150株 16年３月期 20,448株

２．平成17年３月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

期末   

    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭

通 期 5,256   352   195   4 50 12 50
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５．個別中間財務諸表等 
(1）中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   507,960 546,995 675,939 

２．受取手形   12,672 16,523 20,385 

３．売掛金   584,456 637,161 710,810 

４．有価証券   221,862 191,897 191,885 

５．繰延税金資産   34,904 35,778 50,765 

６．その他   94,262 141,875 132,114 

貸倒引当金   △4,316 △715 △792 

流動資産合計     1,451,803 54.5 1,569,516 54.0   1,781,108 58.2

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ＊1     

(1）建物   96,054 121,880 98,430 

(2）土地   134,565 134,565 134,565 

(3）その他   13,673 12,194 12,230 

計   244,292 268,640 245,227 

２．無形固定資産   19,337 15,156 17,467 

３．投資その他の資
産 

      

(1）投資有価証券   158,006 107,671 110,979 

(2）関係会社株式   515,525 616,640 606,640 

(3）繰延税金資産   100,503 90,423 87,791 

(4）敷金   － 186,808 159,663 

(5）その他   212,064 78,960 79,268 

貸倒引当金   △38,573 △29,839 △29,285 

計   947,526 1,050,664 1,015,058 

固定資産合計     1,211,156 45.5 1,334,462 46.0   1,277,753 41.8

資産合計     2,662,960 100.0 2,903,978 100.0   3,058,862 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   476,979 620,372 701,700 

２．短期借入金   100,200 120,400 103,500 

３．１年以内返済予
定長期借入金 

  95,405 53,768 77,782 

４．未払法人税等   44,447 48,000 109,017 

５．賞与引当金   65,412 67,000 90,934 

６．その他 ＊2 108,091 115,029 122,276 

流動負債合計     890,538 33.4 1,024,571 35.3   1,205,210 39.4

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金   163,768 110,000 133,000 

２．退職給付引当金   15,525 11,046 9,811 

３．役員退職慰労引
当金 

  120,262 120,262 120,262 

固定負債合計     299,556 11.3 241,308 8.3   263,073 8.6

負債合計     1,190,094 44.7 1,265,879 43.6   1,468,284 48.0

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     328,365 12.3 333,957 11.5   328,365 10.7

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   248,974 254,522 248,974 

資本剰余金合計     248,974 9.3 254,522 8.8   248,974 8.2

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   16,643 16,643 16,643 

２．任意積立金   840,000 870,000 840,000 

３．中間（当期）未
処分利益 

  62,022 169,312 162,202 

利益剰余金合計     918,665 34.5 1,055,955 36.3   1,018,845 33.3

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    1,821 0.1 2,406 0.1   2,877 0.1

Ⅴ 自己株式     △24,959 △0.9 △8,742 △0.3   △8,485 △0.3

資本合計     1,472,866 55.3 1,638,099 56.4   1,590,578 52.0

負債及び資本合計     2,662,960 100.0 2,903,978 100.0   3,058,862 100.0 
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(2）中間損益計算書 

    
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,253,332 100.0 2,556,151 100.0   4,858,332 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,517,972 67.4 1,621,333 63.4   3,195,601 65.8

売上総利益     735,360 32.6 934,818 36.6   1,662,731 34.2

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    672,695 29.8 790,440 31.0   1,397,590 28.7

営業利益     62,664 2.8 144,378 5.6   265,141 5.5

Ⅳ 営業外収益 ＊１   16,758 0.7 53,343 2.1   30,294 0.6

Ⅴ 営業外費用 ＊２   5,142 0.2 5,974 0.2   8,569 0.2

経常利益     74,281 3.3 191,747 7.5   286,865 5.9

Ⅵ 特別利益 ＊３   252 0.0 304 0.0   3,137 0.1

Ⅶ 特別損失 ＊４   － － 9,812 0.4   17,164 0.4

税引前中間（当
期）純利益 

    74,533 3.3 182,239 7.1   272,838 5.6

法人税、住民税
及び事業税 

  44,296 51,857 137,372 

法人税等調整額   △9,394 34,901 1.5 12,678 64,535 2.5 △13,238 124,134 2.5

中間（当期）純
利益 

    39,631 1.8 117,703 4.6   148,703 3.1

前期繰越利益     22,390 51,863   22,390

自己株式処分差
損 

    － 254   8,891

中間（当期）未
処分利益 

    62,022 169,312   162,202
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

(1）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

有価証券 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

有価証券 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

  (2）子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2）子会社株式 

同左 

(2）子会社株式 

同左 

  (3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算出） 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

出） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

    同左 

時価のないもの 

    同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

 定額法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

     同左 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

     同左 

  その他の有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の 

とおりであります。 

 建物及び構築物  ８年～47年 

 器具及び備品  ４年～10年 

その他の有形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

その他の有形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

  (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産  

 同左 

  

  

  

  

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 
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表示方法の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

  従来は、内規に基づく中間期

末要支給額の全額を計上してお

りましたが、平成15年４月に役

員退職慰労金内規を改定し、平

成15年３月末現在の役員退職慰

労金要支給見込額をもって最終

残高としたため、当中間会計期

間より引当金の新たな繰入計上

は行っておりません。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額の全額を計上してお

ります。      

なお、平成15年４月に役員退

職慰労金内規を改定し、平成15

年３月末現在の役員退職慰労金

要支給見込額をもって最終残高

としており、平成15年４月以降

対応分については引当計上を行

っておりません。  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額の全額を計上しておりま

す。 

なお、平成15年４月に役員退

職慰労金内規を改定し、平成15

年３月末現在の役員退職慰労金

要支給見込額をもって最終残高

としており、平成15年４月以降

対応分については引当計上を行

っておりません。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

（貸借対照表） 

  

 ─────    

  

   「敷金」は、前中間会計期間は「その他」

に含めて表示しておりましたが、金額が資産

合計の5/100を超えたため区分掲記しており

ます。  

 なお、前中間会計期間の「その他」に含ま

れている「敷金」は113,875千円でありま

す。  
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

111,627千円であります。 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

 111,234千円であります。 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

 113,045千円であります。 

＊２．消費税の取扱い 

 仮払消費税及び仮受消費税は相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負

債の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

＊２．消費税の取扱い 

同左 

＊２.    ───── 

３．債務保証 

下記のとおり金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

   ㈱ケー・シー・シー 315,200千円 

３．債務保証 

下記のとおり金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

   ㈱ケー・シー・シー 239,800 千円 

３．債務保証 

下記のとおり金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

   ㈱ケー・シー・シー 274,600 千円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

＊１．営業外収益の主要項目 受取利息及び配当金 155千円

受取販売協力金 11,104千円

受取利息及び配当金 33,627千円

受取販売協力金 15,230千円

受取利息及び配当金 1,080千円

受取販売協力金 18,563千円

＊２．営業外費用の主要項目 支払利息 3,207千円 支払利息 2,452千円 支払利息 5,951千円

出資金評価損 1,844千円

   

＊３．特別利益の主要項目 ───── 貸倒引当金戻入益 304千円 貸倒引当金戻入益 2,937千円

＊４．特別損失の主要項目 ───── 固定資産除却損  7,284千円

投資有価証券評価損  2,528千円

    

固定資産除却損 2,313千円

関係会社株式評価損 14,537千円

   

 ５．減価償却実施額 有形固定資産 6,012千円

無形固定資産 2,092千円

有形固定資産 7,313千円

無形固定資産 2,282千円

有形固定資産 12,586千円

無形固定資産 4,361千円

- 32 -



① リース取引 

② 有価証券 

前中間会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間会計期間（自平成16年４月１日 至平

成16年９月30日）及び前事業年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日）のいずれにおいても子会社株式

で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

(有形固定資
産) 
その他 

39,060 15,331 23,728 

無形固定資
産 

19,839 5,115 14,724 

合計 58,900 20,447 38,453 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

(有形固定資
産) 
その他 

53,428 24,984 28,443

無形固定資
産 

104,680 15,012 89,668

合計 158,109 39,996 118,112

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

(有形固定資
産) 
その他 

39,060 19,605 19,455

無形固定資
産 

58,161 7,846 50,315

合計 97,222 27,451 69,770

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 12,616千円

１年超 26,796千円

合計 39,412千円

１年内 31,637千円

１年超 87,678千円

合計 119,316千円

１年内 19,724千円

１年超 51,085千円

合計 70,809千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 6,927千円

減価償却費相当

額 
6,365千円

支払利息相当額 796千円

支払リース料 13,556千円

減価償却費相当

額 
12,545千円

支払利息相当額 1,176千円

支払リース料 14,531千円

減価償却費相当

額 
13,370千円

支払利息相当額 1,475千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

- 33 -



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

（分社型吸収分割） 

 当社は、平成15年７月23日に当社

の子会社である㈱キャリアシステム

との間で締結した会社分割に関する

契約書に基づき、平成15年10月１日

付で当社のテクノサービス部門に係

る平成15年９月30日時点の以下の資

産及び負債を譲渡し、その対価とし

て㈱キャリアシステムの普通株式５

株を取得いたしました。 

  

科目 
金額 
(千円) 

資産 
  

現金及び預金 40,000 

売掛債権 65,378 

その他資産 5,282 

資産合計 110,661 

負債 
 

買掛債務 13,779 

未払金 630 

その他負債 12,660 

負債合計 27,069 

資産合計－負債合計 83,591 

（株式分割） 

  平成16年８月26日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行します。 

 １. 平成16年11月19日をもって普通

株式１株につき２株に分割しま

す。 

  (1) 分割により増加する株式数 

      普通株式      4,754,444株  

   (2) 分割方法 

  平成16年９月30日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を１株に

つき２株の割合をもって分割し

ます。 

 ２. 配当起算日 

  平成16年10月１日   

 ３. １株当たり情報に及ぼす影響 

  当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間及び前事業年度における１株当

たりの情報並びに当期首に行われ

たと仮定した場合の当中間会計期

間における１株当たりの情報は、

中間連結財務諸表を作成している

ので、記載しておりません。 

 ―――――  
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